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第９回新庁舎整備基本計画検討分科会（書面開催）での主な意見について 

開催期日：令和８年（2026年）８月６日 

回答期間：令和８年（2026年）７月 31日～８月６日 

回答者数：委員１１名中１１名 

項目 主な意見 

資料１ 

面積縮減案 

・面積縮減の柱「執務空間の見直し」について、「見直し」だと方向性をうたっていないので、「執務空間の効率化」としてはどうか。また、

「機能の統合（重ね合わせ）」について、統合と重ね合わせは意味が異なるため「複数機能の統合・重ね合わせ」としてはどうか。 

・市役所庁舎の面積算定に当たっては、緊急突発時における行政課題に対応するための一定の冗長性は留意しておく必要がある。大災害の

発生、新型感染症で大掛かりな行政対応が発生する場合、既存の部門とは別に相当規模のセクションを設置し、臨時職員などの雇用も必要

となる場合がある。 

・交流・共創機能について、占有スペースを設けず共用部や周辺施設を活用により０㎡となっているが、活用可能な面積をどの程度確保でき

るのかを数値で示してはどうか。他機能、他スペースとの連携が見えるような表現にしないといけない。 

・議会機能の縮減及び閉会中の会議室や議会図書室などを市民や職員が利用可能となるような効率的な活用を図っていただきたい。 

参考資料１ 

執務機能の

縮減案 

・ABW（Activity Based Working：業務内容に応じて、働く場所を選択する働き方）によるレイアウトの工夫は、本来であれば設計段階を待

たなくてはならないが、今回、執務席と執務サポート席との比率を当初案の 2:1から 3:1とすることで、全体的に当初案よりも面積を節約

する方向が示されている点は評価できる。 

・幹部用（局長室等）の応接スペースと会議スペースを共用にできないか。 

・机の配置間隔については、車いす使用者が使いやすい幅を確保することが望ましい。車いすであるというだけで座る場所が限定されるこ

とは避けてほしい。 

・会議室については、多くの公務組織において不足しており、必要なスペースの確保は、公務能率の確保のためにも必要である。この点、大

人数の会議については庁舎内では会議室が用意されないことから、必要に応じて外部の会議室を借りて利用するとの方針は望ましいとは

思わないが、やむを得ない判断かと思う。 

・３６人用の会議室を無くすのではなく、それが１２人用、２４人用などにフレキシブルに分割して使えるような工夫はできないか。 

・分庁舎への分散や民間テナントを借り上げることについては、一体的な業務運営に支障が生じ、新庁舎整備のメリットが減殺されるほか、

民間オフィスの借り上げは恒常的にテナント料がかかるなど、コスト面からも疑問があり、安易な分散には反対である 

資料５ 
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項目 主な意見 

参考資料２ 

手続・相談

機能 

・執務エリアと異なり、手続・相談機能の提供は、市役所が市民や市の事業者に対して提供する行政サービスの現場であり、市民や市の事業

者等の利便性や快適性への配慮も必要である。 

・DX の進展によって、手続・相談機能の提供の在り方が変容する可能性はあると考えるが、その場合でもオンラインやデジタルでの申請手

続や相談に馴染めない高齢者や中小零細事業者等への対応や個別相談対応などが、今後の窓口では当面増えることも予想される。 

・従来の手続の多くが仮にオンラインやデジタルに移行した場合には、むしろ個々の市民のニーズに応じたオンデマンドな対応（個別相談

など）の充実が図られるべきであろうし、その場合には、原案よりも個別相談ブースなどを増やすことも必要と考えられる。 

参考資料３ 

交流・共創

機能の縮減

案 

・共用部の活用を前提として０㎡としているが、庁舎全体で交流・共創機能として活用可能な面積をどの程度確保できるのかを数値で出す

べきではないか。共用部のみならず会議室や待合スペース、打合せスペースなどとの重ね合わせも可能なはず。また、空間をしつらえれば

勝手に交流・共創が生まれるわけではなく、交流・共創を促す機能など、占有しなければならないスペースも必ずあるはずなので、０㎡に

は、なりようがないはずである。 

・ただ「占有しない」というだけで、新庁舎に交流・共創機能は必要なものであるということをしっかり打ち出してもらいたい。 

・これからは「スペースをどれだけ確保するか」という話でなく、「共用部など、様々なスペースをいかに活用するか」というアイデアの話

にシフトしていくべき。その点では、基本設計や詳細設計と並行して、担い手・プレイヤーを発掘し、育てていくことが重要となる。 

参考資料４ 

駐車・駐輪

機能 

・オンライン申請が増加傾向にあり、駐車台数実績も緩やかではあるが減少傾向にある。また、将来的な人口減少に伴い来庁者数の減少が想

定されるほか、民間代替も可能であることから、全く減らせないということにはならないのではないか。 

・車路や駐車マスの寸法、軽自動車専用のスペースなど、台数削減ではなくレイアウト上の工夫で削減可能な余地がないか、引き続き検討を

お願いしたい。 

・障がい者など、車の必要性が高い来庁者が駐車できない、ということにならないことを希望する。例えば、公的交通機関による来庁者にポ

イントを付与する、とか、車での来庁を減らす取り組みも必要である。 

参考資料５ 

第７次熊本

市定員管理

計画 

・将来の人口減少予測をもとに職員数も減少すると示されている。面積の算定基礎として用いる職員数は、現在より増員した職員数を採用

するのではなく、竣工から 10～20年後の職員数を想定すべきではないか。 

・計画期間を通じて定員増となっているのは、様々な新規課題や複雑高度化する社会課題への対応など、行政需要の増加を踏まえたものと

思料。今後、全国的に人口減少傾向が予想されるが、行政需要は単に人口に比例するものではなく、行政事象に応じて業務は発生するもの

であり、必ずしも職員数が減っていくと見込むことは、現時点では妥当ではない。 

 



令和８年（２０２６年）７月３１日  

 

委 員 各 位 

 

                新庁舎整備基本計画検討分科会長 田中 智之  

 

 

第９回 新庁舎整備基本計画検討分科会の開催について（書面開催） 

 

 

 標記の件について、令和８年（２０２６年）７月２９日に開催する予定でしたが、令

和８年熊本地震の発生を受け、新庁舎整備基本計画検討分科会運営要綱第６条第１項の

規定に基づき、下記のとおり書面開催いたします。審議結果について、期日までに回答

いただくようお願いいたします。なお、後日、各委員の審議結果については、とりまと

めのうえ公表いたします。 

 

記 

 

１ 議  事 

（１）面積縮減案（資料１） 

執務機能の縮減案（参考資料１） 

手続・相談機能（参考資料２） 

交流・共創機能の縮減案（参考資料３） 

駐車・駐輪機能（参考資料４） 

第７次熊本市定員管理計画（参考資料５） 

第１回新庁舎整備事業検証委員会での主なご意見（参考資料６） 

第１回新庁舎整備事業検証委員会の資料（参考資料７） 

 

２ 期  日 

  令和８年（２０２６年）８月６日（木） 

 

３ 提出方法 

 期日までに別添回答様式をメール等にてご提出ください。 

 

以上   
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機能
面積精査の視点

（第８回分科会「資料１」より）
第８回での主な意見

執務

執務室
・執務室の机間の幅、通路幅の見直し
・執務サポートエリアの面積の見直し

・ABW※の視点から、執務室と執務サポートエリアを分けずに一体的に、多様な執務レイアウトとし
て考えることで効率化できるのではないか。
・机間の幅は面積算定上の影響が大きいため、車椅子利用者が通れることは大前提だが、多様な
働き方と一緒に精査することが重要である。
・将来的な人口減少に伴う職員数の減を見据え、執務室の一部について民間施設での代替を検討
できないか。

※ABW（Activity Based Working）：業務内容に応じて、働く場所を選択する働き方。

会議室
・執務環境の変化（セキュリティ強化、執務サポートエリアの新
設）を踏まえた会議・打合せスペースのあり方の見直し

倉庫・書庫
・文書量、物品量５０％削減を前提としており、現時点でこれ以
上の削減は困難

その他諸室
・具体的な用途を前提として作成した簡易レイアウト図に基づく
面積算定のため、現時点での精査は困難だが、今後設計を進め
ていく中で面積の縮減を図る。

手続・
相談

窓口・待合・相
談スペース

・オンライン申請の普及を見据えた窓口数・待合席数の見直し

防災
災害対応
スペース

・リエゾン活動調整室、受援用会議室などのスペース区分の再
検討

・個人情報等の機密を扱うなど、個室が必要な場合もあるが、災害対応の現場では情報交換が重
要であることから、できる限りオープンなスペースが良い。

交流・
共創

交流・共創
スペース

・周辺施設での補完
・他の機能や共用部との重ね合わせ
・災害時の活用

・賑わいの要素だけでなく、福祉や子育てなどの社会課題に対する市民と行政による政策の共創
が最も重要であり、その要素を整備方針にもっと打ち出した方が良い。
・機能・要素で分けるのではなく、フェーズフリーのようなデザインコンセプトが大事。
・キッズスペースは周辺施設で補完可能と整理されているが、少子化の中、子連れの方の利便性や
街中でこどもの姿を見る機会を増やすという観点からも設置してほしい。
・ペルソナを踏まえて検討する必要がある。
・精査する際、面積を縮減しつつも、コンセプトである「森」をキープするように留意してほしい。
・周辺施設にあるものは周辺施設を利用し、市役所にしかないものを取り入れた方がよい。
・災害時の低層部の活用について、より具体的に記載した方がよい。

半屋外
スペース

・他の機能との重ね合わせ

ー 設備・共用部 ・他の機能との重ね合わせ ・共用部の面積は大きいことから、その面積の中でいかに共創機能を重ねられるかが重要である。

駐車・
駐輪

駐車場・
駐輪場

・整備台数の削減は困難だが、今後設計を進めていく中で面積
の縮減を図る。

・バスターミナル周辺の混雑は熊本全域の交通に影響するため、過大に減らすのは良くない。
・DXによる効果について、平均駐車時間や来庁台数について予測できれば議論の余地はある。
・直近の駐車台数だけでなく、過去の駐車台数の変化率を確認してほしい。

議会 議会
・議会と今後調整を行う。 ・議会棟も市民の財産であり、使いやすい議会図書室とするなど、市民への開放を考えてほしい。

・閉会時、委員会室等を市民や職員が会議室として利用できないか。
・議会の面積が他都市と比較して大きいのではないか。

その他 － －
・分棟は、市民にとってどちらに行けばよいか分かりづらい。合築により、費用的にも削減が可能
だと思われるため、建物高さなどの課題もあると思うが、精査してほしい。

（１）第８回分科会での主な意見

資料１ 面積縮減案
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（２）第８回分科会の審議を踏まえた面積縮減の方向性

資料１ 面積縮減案

事業費の増加を受け、コンセプトや基本理念を実現する庁舎として、
機能の見直しや更なる精査について以下の４点を柱に取り組み、面積縮減を図る

周辺施設の活用機能の統合（重ね合わせ）執務空間の見直し DXの推進

面積効率化検討状況（精査前）

機能 面積効率化検討状況（精査前）

執
務
機
能

執務室
ユニバーサルレイアウトの導入、文書量削減目標（現状比50%）による書架削減、複合機・共用備品の
集約配置

会議室
会議室の共用化、予約システムの導入による利用効率向上、100人超会議の周辺施設活用、4人用会
議室は執務サポートエリア活用を前提に整備しない

書庫・倉庫 文書・物品削減目標（現状比50%）によるスペース削減

その他諸室 各課特有諸室はヒアリングを基に精査、更衣室ロッカーは作業着更衣の有無で大きさ分類

手続・相談機能 本庁舎は窓口を共用化

防災機能 災害対応スペースについて平常時は会議室として利用

交流・共創機能 共用部及び休憩スペースのイベント利用

駐車・駐輪機能 辛島公園地下駐車場等の利用を想定した駐車場整備台数の設定

第10回で審議
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（３）第８回分科会の審議を踏まえた面積縮減案（第９回分科会時点）

資料１ 面積縮減案

コンセプトや基本理念を実現する庁舎として、機能の見直しや更なる精査について第8回分科会の審議を踏まえ、
以下の３点をベースに面積縮減案を作成。

周辺施設で代替可能な機能は、新庁舎に整備しない

スペースを１つの機能の占有とせずに、共用化する

・庁舎内の各所にある共用部を最大限活用することとし、占有スペースとしない ▲4,000㎡
・利便施設・会議スペースは、周辺施設（熊本桜町ビル等）で補完する ▲500㎡

執務サポート席・机の配置間隔を見直し、執務室面積を効率化する

・執務サポート席の見直し ▲１,０4０㎡
・机の配置間隔の見直し ▲５9０㎡

C 周辺施設の活用

Ｂ 機能の統合（重ね合わせ）

Ａ 執務空間の見直し

縮減案（第９回分科会時点）

交流・共創機能は占有スペースを設けず共用部や周辺施設を活用〔B、C〕 ▲4,500㎡

大きな会議室は作らない〔Ｃ〕 ▲530㎡

執務空間の見直し〔Ａ〕 ▲1,630㎡

・人数規模の大きな会議は熊本城ホールや市民会館など周辺の会議室の利用を前提とする ▲530㎡

※手続・相談機能（窓口・待合・相談スペース）、共用部は検討中であり、次回（第１０回分科会）において縮減案を審議
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（４）面積比較表（第９回分科会時点）

資料１ 面積縮減案

機能

精査前 （Ａ） 第９回分科会時点 （Ｂ） 差 （Ｂ－Ａ）

備考

本庁舎・議会 中央区役所 合計 本庁舎・議会 中央区役所 合計 本庁舎・議会 中央区役所 合計

執務機能

執務室 16,470㎡ 4,810㎡ 21,280㎡ 15,250㎡ 4,400㎡ 19,650㎡ ▲1,220㎡ ▲410㎡ ▲1,630㎡

参考資料１

会議室 1,860㎡ 270㎡ 2,130㎡ 1,330㎡ 270㎡ 1,600㎡ ▲530㎡ ±0㎡ ▲530㎡

倉庫・書庫 950㎡ 270㎡ 1,220㎡ 950㎡ 270㎡ 1,220㎡ ±0㎡ ±0㎡ ±0㎡

その他諸室 2,900㎡ 460㎡ 3,360㎡ 2,900㎡ 460㎡ 3,360㎡ ±0㎡ ±0㎡ ±0㎡

手続・相談機能

窓口スペース 260㎡ 1,180㎡ 1,440㎡

参考資料２
待合スペース・相談ス
ペース 310㎡ 830㎡ 1,140㎡

防災機能
災害対応スペース
(災害規模に応じて会議

室を拡張利用)

510㎡
(+1,430㎡)

30㎡
(+130㎡)

540㎡
(+1,560㎡)

510㎡
(+1,430㎡)

30㎡
(+130㎡)

540㎡
(+1,560㎡)

±0㎡ ±0㎡ ±0㎡

（災害時は、会議室

に加え、オープンな

執務フロアも活用）

交流・共創機能

交流・共創スペース 2,100㎡ 900㎡ 3,000㎡ 0㎡ 0㎡ 0㎡ ▲2,100㎡ ▲900㎡ ▲3,000㎡

参考資料３

半屋外スペース 1,500㎡ 0㎡ 1,500㎡ 0㎡ 0㎡ 0㎡ ▲1,500㎡ ±0㎡ ▲1,500㎡

ー 設備・共用部 １5,３７0㎡ 5,220㎡ 20,590㎡

駐車・駐輪機能 駐車場 7,270㎡ 5,030㎡ 12,300㎡ 7,270㎡ 5,030㎡ 12,300㎡ ±0㎡ ±0㎡ ±0㎡ 参考資料４

議会機能 議会 6,500㎡ 0㎡ 6,500㎡

合計
(検討中の項目は精査前の数値で算出)

５６,０00㎡ 19,000㎡ 75,000㎡ 50,650㎡ 17,690㎡ 68,340㎡ ▲5,350㎡ ▲1,310㎡ ▲6,660㎡

検討中

今後調整

検討中
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（１）執務席・執務サポート席の見直し

①執務席

〈現在の算定〉
職員1人1席確保

＜他都市事例＞
調査対象自治体すべて
職員1人につき1席確保

本市の基本計画においては、ABWの導入も見据え、執務サポート席を設けることとしています。これまで、他都市の基本計画
を参考に執務サポート席の席数を算定していましたが、今回の見直しにあたり、より実情に近づけるよう既に竣工済または設計
段階の他自治体の事例を参考とし、席数を再算定しました。

本市の基本計画においては職員1人1席確保を前提に算定を行っていますが、他自治体の事例においても職員1人につき1席
の執務席を確保している状況です。
このため、基本計画段階においては職員１人１席の執務席を確保することとし、今後、設計段階において、執務サポート席の活

用を前提に執務席数を減らすことができないか、試行環境における実証等も行った上で更なる検討を進めます。

〈今後の検討〉
執務サポート席の活用を前提
とした執務席数削減の検討

〈見直し前〉
熊本市と同じ基本計画段階の席数

執務席：執務サポート席＝２：１

〈見直し後〉
竣工済または設計段階であり

レイアウト図を作成して検討している席数

執務席：執務サポート席＝３：１

＜他都市事例＞
竣工・設計段階を参考

②執務サポート席

本市の基本計画においては執務サポート席の席数を他都市の基本計画を参考として算定していました。今回の見直しにあた
り、より実情に近づけるよう既に竣工済または設計段階の他自治体の事例を参考とし、席数を再算定しました。
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（１）執務席・執務サポート席の見直し

竣工済または設計段階における他自治体の執務席数と執務サポート席数の比率は、１．９：１から５：１まで自治体ごと
にさまざまな比率となっています。

熊本市では、執務サポート席の活用を前提に、4人用会議室や職員用打合せスペース、作業スペースについて、占有スペー
スとして整備しないこととし、面積の効率化を図っています。

このことを考慮した上で、本市の基本計画段階における執務席数と執務サポート席数の割合は、他都市事例を参考に３：
１と設定します。

自治体名
（政令指定都市）

執務席：執務サポート席
（席数）

A市 1.9：1

川崎市 3.0：1

B市 2.5：1

C市 5.0：1

自治体名
（特別区）

執務席：執務サポート席
（席数）

東京都中野区 3.3：1

東京都世田谷区 3：1～4.6：1

東京都葛飾区 5：1

○竣工済または設計段階における他自治体の執務席数と執務サポート席数の比率

自治体名 執務席：執務サポート席

川崎市 ２.６：１

東京都江戸川区 ２：１

○基本計画段階における他自治体の執務席数と執務サポート席数の比率（見直し前の参考）
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（１）執務席・執務サポート席の見直し

執務席
職員数の●割確保

執務席
職員数分確保（１０割）見直し前

見直し後

執務
サポート席

執務席
職員数分確保（１０割）

執務
サポート席 削減

今後の検討

この割合は今後検討

２ ： １

３ ： １

執務
サポート席

1,040㎡削減

見直し案を基に算定した執務室面積は以下のとおりです。
今後も、執務席数と執務サポート席数の割合については、試行環境における実証等も行った上で検討を進めます。

執務席＋執務サポート席
本庁舎：16,470㎡
中央区：  4,810㎡

執務席+執務サポート席
本庁舎：15,690㎡
中央区：  4,550㎡
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（１）執務席・執務サポート席の見直し

ＡＢＷ（Activity Based Working）とは

所属における決められた自席だけでなく、業務内容に応じて、最も生産性が高まる場所を自立的に選択する働き方。

例：集中して作業をしたい時は、静かな個室を使う
チームで話し合う時は、みんなで集まりやすい場所を選ぶ
WEB会議に参加する時は、防音スペースを使う

ＡＢＷ

業務内容に応じた最適な場所を選び、効率的に仕事ができる

従来型（固定席中心）

執務席と課内の打合せスペースで様々な業務を行っている

執務席
（固定席）

窓口業務や個人情報を取り扱う部署などもあるため、今後、各課の業務特性に応じたレイアウトを
検討していく。

・集中作業・WEB会議

・打合せ
・情報共有

・文書作成
・集中作業
・電話
・相談
・WEB会議

・打合せ
・情報共有

・文書作成 ・文書作成

・文書作成

⇒仕事の効率や質を高めることができ、
より良い市民サービスの提供につながる。

・文書作成
・集中作業
・電話
・相談
・WEB会議
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（１）執務席・執務サポート席の見直し

熊本市の事例（森の都推進部執務室）

全景

打合せコーナー 窓際作業スペース・打合せコーナー

Webブース 窓際作業スペース

打合せスペース集中ブース備品・複合機スペース

職員数３9人 総席数51席 （執務席）39席：（執務サポート席）12席＝3：1

個人ロッカー
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（１）執務席・執務サポート席の見直し

熊本県の事例（新館リニューアル）

執務室 ミーティングコーナー

ミーティングコーナー

ミーティングコーナー

限られた執務スペースの有効活用や業務効率化等を目的に、熊本県庁では執務室のリニューアルをされました。各課職員数の
約８割程度の席を執務席、残り２割+αをワークスペース（多様な働き方ができるスペース）、加えて各課１か所以上の打合せス
ペースを整備されています。

※ソロブースなども整備している。

ミーティングブース

集中エリア

コピーコーナー執務室はフリーアドレス化している。

写真出典：コクヨHP
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（２）机の配置間隔の見直し

出典：JOIFA（一般社団法人日本オフィス家具協会）『オフィスづくりの基礎知識』P137
国土交通省 令和7（2025）年５月『高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準』P7

執務室の机間幅については、人が横向きになることで車椅子使用者とすれ違うことができる幅として2.2mの確保を前提
とし、算定していました。

今回の見直し案では、執務室の机間幅については、車椅子使用者が通行できる幅として2.0mの確保を基本とします。
その上で、車椅子使用者が配置されるフロアについては、必要な個所において机間幅2.2mを確保するなど、柔軟に変更

できるレイアウトを目指します。

机間幅

1,800ｍｍ 2,000ｍｍ 2,200ｍｍ 2,400ｍｍ

通路を車いす使用車が通行できる寸法 通路を車いす使用車が通行できる寸法 人が横向きになれば車いす使用者とすれ
違うことができる寸法

人と車いす使用者がすれ違うことが
できる寸法

見直し前見直し案

机間幅の見直しにより590㎡削減
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（２）机の配置間隔の見直し

通路幅

900ｍｍ 1,200ｍｍ 1,500ｍｍ 1,800ｍｍ

通路を人が通行できる寸法
通路を車椅子使用者が通行できる
寸法

人と人がすれ違うことができる寸法
人が横向きになれば車椅子使用者
とすれ違うことができる寸法

人と車椅子使用者がすれ違うこと
ができる寸法

車いす使用者同士がすれ違うことが
できる寸法
車いす使用者と杖使用者がすれ違う
ことができる寸法

見直し後も据え置き

通路幅については、エレベーター、階段及び窓口へ向かう主動線は、人と車椅子がすれ違うことができる1.5m以上を確保
し、副動線は1.2m以上を確保することとします。

出典：JOIFA（一般社団法人日本オフィス家具協会）『オフィスづくりの基礎知識』P137
国土交通省 令和7（2025）年５月『高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準』P7
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（３）基本レイアウト図（見直し後）

執務席：執務サポート席＝３：１
通路幅1,200ｍｍ～1,500ｍｍ
机間幅2,000ｍｍ

主通路１,５00

机間2,０00

主通路１,５00

執務席：228席 + 執務サポート席：７６席 ＝ 総席数：３０４席

副通路１,200
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（３）基本レイアウト図（見直し前）

執務席：228席 + 執務サポート席：11６席 ＝ 総席数：３４４席

執務席：執務サポート席＝２：１
通路幅1,200ｍｍ～1,500ｍｍ
机間幅2,200ｍｍ

主通路１,５00

主通路１,５00 机間2,200

副通路１,200
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（４）周辺会議室利用による面積の見直し

本庁舎 中央区役所

・４９名以上の会議は７割が外部の会議室を使用。

・出席者の人数が多い会議は外部の会議室を、人数が少ない会議は庁内の会議室または会議室以外の場所を使用している傾向。

⇒36人用会議室及び48人用会議室について、外部会議室の使用を検討します。

会議室の利用実態
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桜の馬場城彩苑

熊本城ホール

市民会館

国際交流会館

施設名 熊本城ホール 市民会館 国際交流会館 桜の馬場城彩苑

会議室

参加人数180席×4室
参加人数36席×9室
参加人数18席×6室

収容人員250人×1室
収容人員40人×3室
収容人員20人×7室

定員108人×1室
定員81人×1室
定員40～60人×4室
定員２０～3９人×3室
定員～１９人×5室

定員63人×１室

周辺公共施設の配置

※スクール形式、洋式利用の場合の席数

参考資料１ 執務機能の縮減案
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参考資料１ 執務機能の縮減案

（４）周辺会議室利用による面積の見直し

８人用 1２人用 24人用 36人用 48人用

本庁舎 ２１室 7室 6室 1室 5室

中央区役所 － 3室 1室 － －

８人用 1２人用 24人用 36人用 48人用

本庁舎 ２１室 7室 ６室 1室 5室

中央区役所 － 3室 1室 － －

見直し前

101名以上の会議は
外部会議室で行う

見直し後

25名以上の会議は
外部会議室で行う

・ 36人用及び48人用会議室は、周辺会議室の利用を前提とし、削減することとします。

１００人用

1室

ー

外部活用庁舎内整備

530㎡削減

１００人用

1室

ー
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隣接する会議室を
災害規模に応じて

オペレーションルームを拡張

リエゾン専用室

必要に応じて
会議室を受援等で活用

参考資料１ 執務機能の縮減案

（４）周辺会議室利用による面積の見直し

災害対策本部機能として必要な面積は、会議室面積縮減後も確保可能。

受援等で活用可能な会議室は縮小するものの、執務スペースなどを柔軟に活用することで対応可能。

災害対策本部指揮室

オペレーションルーム 他 オペレーションルーム 他 オペレーションルーム 他

【 平時 】
＜素案段階の想定＞

共用会議室

執務室

災害対策
本部機能

隣接する会議室を
災害規模に応じて

オペレーションルームを拡張

リエゾン専用室

必要に応じて
会議室を受援等で活用

必要に応じて
執務室側でも受援等を受入れ

必要に応じて
執務室側でも受援等を受入れ

必
要
な
面
積
は
確
保
可
能

災
害
対
策
本
部
機
能
と
し
て

災
害
規
模
に
応
じ
て
拡
充

【災害時は、災害規模に応じて会議室等を活用して対応】

＜会議室面積縮減後の想定＞

災
害
対
応
上
は
支
障
な
し

会
議
室
を
縮
小
し
て
も

災害対策本部指揮室 災害対策本部指揮室



15新庁舎整備基本計画 熊本市政策局庁舎整備部庁舎建設課

2 0 2 6 0 8 0 6
第 9回新庁舎整備
基本計画検討分科会

参考資料１ 執務機能の縮減案

（５）周辺施設活用による執務室面積の見直し

： 新庁舎

： 駐輪場別館

本庁舎・議会

中央区役所

駐輪場別館

執務室を周辺民間ビル等で代替してはどうかとのご意見を踏まえ、以下のとおり検討を行った結果、課題解消につながら
ず、周辺施設の活用は難しいと整理しました。

• まず、基本計画における集約対象施設のうち、市有施設である駐輪場別館について活用の可能性を検討した。
• 駐輪場別館は防災拠点として整備されておらず、大地震が発生した際は機能継続できないリスクがある。
• 本庁・中央区役所機能は、大規模災害が発生した際に、災害対策本部と各局対策部が緊密に連携し、一体的に業務を実

施しなければならないため、機能継続できないリスクがある建物を執務室として活用することは困難である。
• 次に、民間ビルの活用を検討した場合、周辺にまとまった空きテナントがないため、本庁機能が細かく分散し、災害対

応はもとより平時においても市民の利便性低下につながる。
• また、民間ビルを活用する場合は、恒常的に賃借料が発生する。



1新庁舎整備基本計画 熊本市政策局庁舎整備部庁舎建設課

2 0 2 6 0 8 0 6
第 9回新庁舎整備
基本計画検討分科会

参考資料２ 手続・相談機能

本庁舎の窓口については、新庁舎整備を契機として窓口の形態を抜本的に見直し、共用化を図ることで窓口数を大幅に
削減しているため、これ以上の削減は困難です。
・新庁舎の窓口の考え方・・・・フロアごとに窓口を共用化。複数の用務がある来庁者に対し、一つの窓口で職員が入れ

替わって対応することで、利用者の利便性の向上を図ります。

従来どおり各課に窓口を設置した場合の窓口数

８６窓口

窓口を共用化した場合の窓口数（現在の算定）

３３窓口

（１）本庁舎

⚫ 窓口について

⚫ 将来のオンライン利用率について

⚫ 窓口・待合スペース算定における今後の方針

中央区役所の窓口については、現在の利用実態に基づき、必要数を算定しています。
窓口数の算定にあたり、オンライン利用率などを見込むことも考えられますが、利用者の行動変化や制度改正など多く

の不確定な要因に左右されるため、長期的な目標値の合理的な設定や将来の窓口利用者を正確に予測することが困難です。
また、福祉部門においては、各種手続きに加え、利用者の個別の事情に応じた相談支援業務の割合が高く、一定の窓口

機能の確保が必要です。
このため、オンライン利用率を新庁舎の必要窓口数の算定根拠として用いることは難しいと考えています。

以下の考え方により、窓口及び待合スペースを再算定し、次回の分科会にてお示しする予定です。

・現在、平常時の最大来庁者数をもとに窓口及び待合スペース数を算出しているため、平準化した数を算出します。

・今後、ＤＸの進展に伴い、利用者が予約制で来庁するシステム等を導入するなど、随時検討を行っていきます。

（２）中央区役所
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

⚫ 新庁舎のコンセプト

（１）交流・共創機能の再確認

森 のように ひととまちを そだて・つなぎ

熊本城 とともに まもり・あゆむ

コンセプトに示す「森」は、基本計画検討分科会での審議において、新庁舎の概念を空間に当てはめた

際に、「市民が関わる場所（参画・交流・憩い）が様々な場所に配置されるイメージ」と「あらゆる人に

とって入りやすく居心地の良い場所のイメージ」を表現する言葉として、設定されました。

また、森には、多様なものを受け入れる包容力と安心感があり、循環と共生による持続性や創造力が満

ちています。「森の都」である熊本市の新庁舎は、この森のように、人やまちを守り、 賑わいや文化を育

み、次世代へとつなぐ庁舎を目指します。 ：「多様性」に関する内容

：「未 来」に関する内容

「森」に込めた想い
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

⚫ 未来の熊本市をつくる広場（日比野文化顧問が考えるイメージ・スケッチ）

：「多様性」に関する内容

：「未 来」に関する内容

（１）交流・共創機能の再確認

• 熊本市のことを語り合いたくなる広場

• 市民と市役所職員が一緒にウェルビーイングの種を共創できる広場

• 新庁舎の目指すべき姿（３つの視点）※ を実現する人が育つ広場

• 人が互いに育成（気づき、想い）する作用が自然に生まれてくる広場

• ここで生まれた発想が熊本市の未来につながることを夢見れる広場

• 市役所職員のやる気が得られる広場

• 新しい社会のイメージが生まれる広場

• 多様な人と出会い、他者の魅力を受け入れ、異なる魅力を他者へと伝えら

れるような広場

• 熊本市から世界の未来が見えてくるような広場
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

⚫ キーワードは「多様性」と「未来」

多様なものを受け入れる包容力と安心感

人やまちを守り、 
賑わいや文化を育む

循環と共生による持続性や創造力

次世代へとつなぐ庁舎

市民と市役所職員が一緒に
ウェルビーイングの種を共創できる

ここで生まれた発想が
熊本市の未来につながる

新しい社会のイメージが生まれる

熊本市から世界の未来が見えてくる

人が互いに育成（気づき、想い）
する作用が自然に生まれてくる

多様な人と出会い、他者の魅力を受け入れ、
異なる魅力を他者へと伝えられる

多様性 未来

→ 交流・共創機能は占有スペースを設けず、共用部の各所に溶け込み、市民・事業者・行政

などの多様な主体や価値観が交わり、未来の熊本市を共創する環境を創出する。

（１）交流・共創機能の再確認

人が育つ
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

（１）交流・共創機能の再確認

写真：熊本市本庁舎

写真：熊本市本庁舎

写真：熊本市本庁舎

写真：熊本市本庁舎 写真：秋津まちづくりセンター あさひばリビング

写真：現代美術館アートラボマーケット（熊本市現代美術館ホームページ）

写真：千葉市役所（KOKUYOホームページ)

写真：八戸まちなかひろば「マチニワ」（八戸市提供）

写真：長崎市役所（長崎市ホームページ）

⚫ 共用部活用のイメージ

写真：八戸まちなかひろば「マチニワ」（八戸市提供）写真：八戸まちなかひろば「マチニワ」（八戸市提供）
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

シーン  1 こどもが熊本を知り、未来の担い手になる

学校帰りのこどもたちが自習や休憩で立ち寄り、デジタルサイネージや展示を

通して熊本の歴史や市の取組に触れる。日常の中でまちづくりへの関心を育

み、未来の担い手へと成長していく。

シーン  6 若者が地域の未来に関わり始める

若手職員と高校生・大学生が語り合い、地域課題や熊本の未来について意見

を交わす。若者の視点や発想がまちづくりに活かされ、次代の地域人材の育

成につながる。

シーン  2 市民の声がその場で市政につながる

休憩スペースに職員が出向き、オープンハウスなどを通じて市民と気軽に対

話する。対話を通じて相互理解を深めながら、市民と行政がともにまちの未来

を考えるきっかけとなる。

シーン  7 観光客が熊本との新たな接点を得る

観光の合間に立ち寄った来訪者が、休憩しながら観光情報や地域イベントに触

れる。新たな目的地や体験と出会い、熊本の魅力をより深く知るきっかけとな

り、ファンが増える。

シーン  3 多様な人が出会い、新しいアイデアが生まれる

飛び入り参加型ワークショップなどで、高校生、子育て世代、高齢者、事業者、

職員など、多様な人々が同じテーブルを囲む。それぞれの経験や価値観が交

わり、地域課題の解決につながる新たなアイデアが生まれる。

シーン  8 偶然の出会いから共創が始まる

待ち合わせや打合せなど、別の目的のために集まった人々の間で、思いがけ

ない会話が生まれる。市民と企業、企業同士、行政と民間がつながり、新たな

プロジェクトや挑戦へと発展していく。

シーン  4 小さな参加がまちづくりの第一歩になる

熊本城の展望を楽しみながらアンケートに回答したり、意見を投稿したりする。

何気ない参加が市政への参画につながり、多くの声が未来の政策づくりに活

かされる。

シーン  9 誰もが居場所を見つけられる

花畑広場のイベントの合間に訪れた親子連れが、こどもを遊ばせながらひと休

みする。学生や高齢者、観光客などもお気に入りの場所で思い思いに過ごし、

誰もが気軽に立ち寄れる居場所となる。

シーン  5 市民の想いが見える風景になる

誰でも自由に書き込めるボードに、熊本の魅力や地域への提案が集まる。市

民同士や職員との新たな対話が生まれ、まちへの愛着や参画意識が育まれて

いく。

シーン 10 まちなか全体へ活動が広がる

熊本城から長塀通りを歩く観光客が、庁舎のイベントや展示をきっかけに立ち

寄る。その関心が上通や下通へと広がり、まちなか全体の回遊やにぎわいに

つながっていく。

（２）想定される交流・共創機能の利用シーン
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

支援手続きの窓口スペースの設置等

出典：熊本災害デジタルアーカイブ
提供者：東京都葛飾区

災害ボランティアセンターの補完機
能（辛島公園地下通路）

出典：熊本災害デジタルアーカイブ
提供者：新潟県新潟市

災害派遣医療チーム等の活動スペー
ス等

出典：熊本災害デジタルアーカイブ
提供者：宮崎市消防局

○ 新庁舎（本庁舎・議会、中央区役所）は、指揮命令機能を担う災害対応の拠点※として整備。

初動段階/応急段階（発災直後）

⚫ 被害情報や避難情報の発信

⚫ 隣接する指定緊急避難場所の花畑広場等と連携した来庁者・来街者の一時的な受け入れ

⚫ 帰宅困難者退避施設（サクラマチクマモト、熊本城ホール）と連携した帰宅困難者の支援

⚫ 外国人向け情報提供・避難対応を担う国際交流会館と連携した外国人の避難誘導支援

⚫ 被災者支援・復旧復興活動など状況に応じた利活用

「花畑広場に災害ボランティアセンターが設置された場合の補完機能の設置」や「支援手続きの窓口設置」、「災害派遣医療チーム等の活動スペース」などを想定

○ 災害時は、他施設と連携を図りながらフェーズに応じて低層部を活用

※ 本庁舎：災害対応の指揮・命令・総合調整、災害対応業務（物資受入れ、仮設関係、災害廃棄物、各種支援など）

 中央区：区内の災害対応の指揮・命令・総合調整、災害対応業務（被災者対応、避難所運営、家屋被害調査・罹災証明など）

※今後、関係機関と協議の上、運用方法等を含めて検討を行う。

被災者支援段階/復旧・復興段階

（３）災害時の活用

⚫ エリア防災に寄与する新庁舎のあり方

帰宅困難者一時滞在状況

出典：札幌市危機管理課HP

→ 災害時の活用を想定し、新庁舎低層部に一定程度のオープンな共用部を確保する。
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

縮減前
交流・共創機能を占有スペースとして計上

縮減案のイメージ
共用部の活用により交流・共創機能を維持

⚫ 本庁舎 １階

⑤キッズスペース
150㎡

⑥情報発信、
市民ラウンジ

400㎡

⑦利便施設
200㎡

②交流・共創
スペース
300㎡

⑧半屋外
スペース
1,000㎡

交流・共創機能の占有ス

ペースとして算定していた

分の面積を削減。

災害時の活用を想定し、

オープンな共用部を確保。

（４）フロアレイアウト案（縮減案のイメージ）
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

縮減前
交流・共創機能を占有スペースとして計上

縮減案のイメージ
共用部の活用により交流・共創機能を維持

⚫ 本庁舎 ２階

②交流・共創
スペース
200㎡

③図書スペース
400㎡

④会議スペース
100㎡

⑧半屋外
スペース
500㎡

（４）フロアレイアウト案（縮減案のイメージ）

交流・共創機能の占有ス

ペースとして算定していた

分の面積を削減。
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

縮減前
交流・共創機能を占有スペースとして計上

縮減案のイメージ
共用部の活用により交流・共創機能を維持

⚫ 本庁舎 中層階

②交流・共創
スペース
250㎡

（４）フロアレイアウト案（縮減案のイメージ）

交流・共創機能の占有ス

ペースとして算定していた

分の面積を削減。
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

縮減前
交流・共創機能を占有スペースとして計上

縮減案のイメージ
共用部の活用により交流・共創機能を維持

⚫ 本庁舎 高層階

①展望スペース
100㎡

（４）フロアレイアウト案（縮減案のイメージ）

交流・共創機能の占有ス

ペースとして算定していた

分の面積を削減。



11新庁舎整備基本計画 熊本市政策局庁舎整備部庁舎建設課

2 0 2 6 0 8 0 6
第 9回新庁舎整備
基本計画検討分科会

参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

縮減前
交流・共創機能を占有スペースとして計上

縮減案のイメージ
共用部の活用により交流・共創機能を維持

⚫ 中央区役所 １階

⑥情報発信、
市民ラウンジ

250㎡

⑦利便施設
150㎡

災害時の活用も想定したオープン

な空間。

（４）フロアレイアウト案（縮減案のイメージ）

交流・共創機能の占有ス

ペースとして算定していた

分の面積を削減。
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

縮減前
交流・共創機能を占有スペースとして計上

縮減案のイメージ
共用部の活用により交流・共創機能を維持

⚫ 中央区役所 ２階

⑤キッズスペース
100㎡

⑥情報発信、
市民ラウンジ

50㎡

④会議スペース
50㎡

（４）フロアレイアウト案（縮減案のイメージ）

交流・共創機能の占有ス

ペースとして算定していた

分の面積を削減。
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

縮減前
交流・共創機能を占有スペースとして計上

縮減案のイメージ
共用部の活用により交流・共創機能を維持

⚫ 中央区役所 中層階

②交流・共創
スペース
250㎡

（４）フロアレイアウト案（縮減案のイメージ）

交流・共創機能の占有ス

ペースとして算定していた

分の面積を削減。
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

縮減前
交流・共創機能を占有スペースとして計上

縮減案のイメージ
共用部の活用により交流・共創機能を維持

⚫ 中央区役所 高層階

①展望スペース
50㎡

（４）フロアレイアウト案（縮減案のイメージ）

交流・共創機能の占有ス

ペースとして算定していた

分の面積を削減。
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参考資料３ 交流・共創機能の縮減案

⚫ 第２回新庁舎整備に関するワークショップのまとめ

（参考）ワークショップでの検討内容（新庁舎の利用者像と利用シーン）

日 時 令和7年（2025年）7月6日（日） 13時～15時

参加者数 23名（市民公募）

内 容
① グループごとに利用者像（ペルソナ）を設定
② その利用者像が庁舎を利用する場面と理想的な過ごし方を想像

テーマ① 想定した利用者像（ペルソナ） テーマ② 庁舎での過ごし方

理想的な過ごし方利用シーン例（行動の流れ・場所など）
70代男性：

手続きで来庁、杖
を使用

３人家族：
休日に買い物つい
でに立ち寄り

30代女性：
乳幼児連れ、
車で来庁

50代男性：
他県職員、情報収
集に来庁

40代女性：
車いす使用、バス
で来庁

３人家族：
県外から観光に、
土地勘ない

50代男性：
仕事で本庁舎、私
用で区役所に

10代女性：
高校の友達と放課
後自習に

10代女性：
塾帰りに友達と一
緒に立寄り

40代女性：
平日の夕方、イベン
トついでに

３人家族：
県外から観光に、
荷物多い

50代男性：
母親の手続きの為、
県外から来庁

20代男性：
海外から転入、日
本語話せない

30代夫婦：
障がいに関する相
談に、妻が介助

色んな方向からアクセスできる

外から駐車場の入り口がすぐ分かる

サクラマチクマモトからアクセス

レンタサイクルでアクセス

手続きを効率的に

だれでもゆったり休憩

観光や歴史等の情報収集

熊本城の展望を楽しむ

各種イベントに参加

障がい者が通りやすい動線

こどもを遊ばせながら休憩

だれにでも行先を分かりやすく

外国人の方もスムーズに手続き

誰
で
も
安
心

楽
し
く
快
適
に

利
用
し
や
す
く

バス（サクラマチ、最寄停留所など）、市電、車、自転車やレ
ンタサイクル、徒歩などでの来庁

イベントや買い物ついでに来庁、まとめて複数の手続きを希望

友達と放課後自習、イベントや買い物ついでに来庁

ネットにない地元ならではの観光情報収集のために来庁

県外からの観光で、熊本城を展望するために来庁

庁舎内で開催されるイベントに参加するために来庁

車いす利用者が仕事関係の打合せで来庁

乳幼児連れでこどもの手続きのために来庁

海外から最近移住したため、日本語をあまり話せないが、転入
手続きなどを行うために来庁
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1,119 986 

936 916 

417,414 
444,403 

472,995 

51,338 

107,087 

186,861 

300,170 

459,692 446,881 
459,686 

0
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150000

200000

250000

300000

350000

400000

450000

500000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

駐車場利用実績（台/日） オンライン申請件数（件） コンビニ交付件数（件）

参考資料４ 駐車・駐輪機能

（１）デジタル行政サービス利用実績と駐車場需要の推移

・コンビニ交付件数は増加傾向で推移してきたものの、Ｒ５年度以降は概ね横ばいで推移している。

・駐車場利用実績はＲ元年度以降減少傾向にあるが、近年のコンビニ交付件数がおおむね横ばいで推移していること
を踏まえると、今後の駐車場利用実績の減少は、緩やかな推移となる可能性が高い。ただし、正確な予測は困難。

※オンライン申請件数は、実績が限られており、駐車場利用実績への影響程度は不明。

※駐車場利用実績は、市役所駐車場の年間利用実績の「平均＋標準偏差」を採用している。

※オンライン申請件数は、中央区役所への入居を想定している部署に係る実績を対象としている。

※コンビニ交付件数および駐車場利用実績については、H３０年度以前の実績は不明。

※オンライン申請件数については、R４年度以前の実績は不明。

R16

コロナ禍（R2.4～R4.3）

〈R5以降増加が止まった要因（想定）〉
• マイナンバーカードが一定程度普及し、利用者増加が頭打ちとなった
（保有率：R1（15%） → R5（82％） → R7（81％））

• 本市の利用促進施策の終了
（コンビニ交付手数料10円：～R5.12まで）

コンビニ交付件数の推移が横ばいとなっており、将来予測が難しい。
仮に、10年間で10％減少すると仮定した場合、 824台/日となる。
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参考資料４ 駐車・駐輪機能

（２）将来の駐車場需要減少を想定した必要台数

・約10年後に来庁者需要が10％減少すると仮定した場合、来庁者必要台数は約135台になる見込み。

計画来庁台数 × ピーク率 × 平均駐車時間 ≒ 約135台

・現在、来庁者必要台数のうち約15台分は、辛島公園地下駐車場で確保しており、来庁者需要が10％減少した場合で
あっても、現計画の整備台数は必要最小限の設定となっているため、更なる削減は困難である。

（824.4台/日） （約16％） （60.3/60）     （133台を切上）

0 50 100 150 200 250 300 350

来庁（本庁舎）

 約50

公用 
約４5

公用
約20

本庁舎（約８０） 中央区役所（約75） 辛島地下（約60） その他周辺駐車場（約130）

新庁舎駐車場（約１５５） 周辺駐車場（約１９０）

345155

・辛島公園地下駐車場の 6 0 台は、現在「公用車枠」として活用している台数であり、新庁舎建設時
における活用台数は未定。

来庁（中央区役所）

 約85
公用

約130

来庁（中央区役所）

約１５
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参考資料４ 駐車・駐輪機能

（３）新庁舎周辺の駐車需給バランスからみた必要台数

収容台数2,268台

2,092
2,482 2,261 2,421

収容台数 需要量

現況 閉鎖
新庁
舎

合計 現況
庁舎
関係

合計

平
日

平均＋
標準偏差

2,554 -441 155

2,268 1,864 228 2,092

最大値 2,268 2,232 250 2,482

休
日

平均＋
標準偏差

2,268 2,169 92 2,261

最大値 2,268 2,329 92 2,421

※新庁舎周辺に立地する収容台数100台以上の利用実績が把握な駐車場を集計
新庁舎周辺

・また、新庁舎周辺のエリアにおいては、新庁舎に155台の駐車場を整備した場合でも、エリア全体の満空率（需要／収容

台数）が、平日で92.2％、休日で99.7％といずれも高い水準にある。

・このため、新庁舎の駐車場を過度に削減すると、周辺エリアの駐車場需給がひっ迫し、入庫待ち車両による交通渋滞等

の発生が懸念されることから、駐車場台数の更なる削減は困難である。

NTTAPパーク

D-Parking

92.2％ 99.7％

・国交省「都市構造の評価に関するハンドブック」におけるバス

停の徒歩圏300ｍを参考に範囲を設定。



 

 

第７次熊本市定員管理計画 

 

 

 

 

 

令和５年２月（策定） 

令和７年３月（改定） 

熊本市 
 

 

参考資料５
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１ 策定にあたって                             

 

本市では、これまで５次にわたる行財政改革を実施するとともに、令和２年

２月には第６次熊本市定員管理計画を策定し、職員数の適正化に取り組んでき

ました。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症や全国で多発する災害、多様化す

る行政需要等に想定を超える人員が必要となったことから、令和４年４月に同

計画を休止し、民間活力の活用や業務の効率化等による人的資源の再配置に取

り組みながら、喫緊の行政課題に対応してきました。 

また、政令指定都市移行から１１年目を迎え、「自然災害による被害からの

脱却」「徹底的な市民本位の生活の追求・ＤＸの推進」「上質な生活都市くまも

とを支える都市基盤整備」を３つの柱として、市民が住み続けたい、だれもが

住んでみたくなる、訪れたくなる「上質な生活都市くまもと」の実現に向けて、

取組を着実に推進していく必要があります。 

そのためには、デジタル市役所の推進や事業のあり方改革等に引き続き取り

組むことで、簡素で効率的な執行体制を構築するとともに、社会情勢の変化や

多様化する行政需要に迅速かつ的確に対応するため、適正な職員数を確保して

いく必要があることから、令和５年２月に第７次定員管理計画を策定しました。 

今回、計画策定時には見込むことができなかった社会情勢の変化や多様化す

る行政需要に対応するため、本計画を見直し、「上質な生活都市くまもと」の

実現に向け、さらなる体制の強化を図っていきます。 
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２ 前計画における取組状況                         

 

令和２年２月に策定した第６次熊本市定員管理計画では、令和元年度からの

５年間で１６０人の削減を目標に取り組んできましたが、新型コロナウイルス

感染症や全国で多発する災害等への対応により、想定を超える人員が必要とな

った一方で、行政サービスにおけるＤＸの推進や利便性の高い交通体系の構築

等、多様化する行政需要に対応するため、人員体制の強化が必要となりました。 

加えて、令和５年度から地方公務員の定年引上げが決定し、その影響を踏まえ

た定員管理の見直しを検討する必要が生じました。 

そのため、令和４年４月に第６次熊本市定員管理計画を休止し、新たな定員管

理計画の検討に着手することとしました。 

 

【参考】第６次熊本市定員管理計画期間中の職員数推移 

  

 

 

 

 

 

 

  

（人）

R1
（基準年）

R2 R3 R4 R5
R6

（目標年）

計画 6,288 6,128

6,288 6,227 6,179 6,223 - -

※計画を休止 

実績
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３ 定員管理の方針                             

 

第７次熊本市定員管理計画においては、「上質な生活都市くまもと」の実現に

向けた取組を強力に推進していくため、次の考え方に基づき、総人件費に配慮し

ながら適正な職員数を確保するものとします。 

なお、本計画は、大きな社会情勢の変化や制度改正、行政需要の変化等を踏ま

えて、必要に応じて見直しを行います。 

(1) 配置標準数の確保 

生活保護や児童虐待への対応を充実・強化するため、法令等により配置標準数

が定められているものについて、人員体制を強化して標準数を確保します。 

(2) 社会情勢の変化への対応 

新型コロナウイルス感染症や多発する災害、少子高齢化の進行、TSMC の進出

や本市の渋滞問題等の社会情勢が大きく変化している中で、多様化する行政需

要に迅速かつ的確に対応するため、必要と見込まれる人員数を確保します。 

(3) 働きやすい環境の整備 

生産年齢人口が減少していく中で、人材の確保や働きやすい職場環境を整備

するため、育児休業等取得職員の代替について常勤職員の配置に取り組むなど、

時間外勤務の縮減やワーク・ライフ・バランスの実現に取り組みます。 

(4) 安定的な人材の確保 

定年引上げ期間中において、人材確保、組織の活力維持及び年齢構成の観点か

ら、定年退職が生じない年度についても一定数を採用します。 

(5) 簡素で効率的な体制の構築 

民間活力のさらなる活用及び事務事業の見直しに引き続き取り組み、簡素で

効率的な体制を構築します。  
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４ 計画期間                                

 

令和５年度（2023年度）～令和９年度（2027年度）の５年間 

 

５ 定員の管理目標                             

 

(1) 対象：教職員を除く全職員 

平成２９年度（2017 年度）から県費負担教職員の給与等の負担が政令指定都

市に移譲されましたが、教職員数は学級編成基準により生徒数に左右されるた

め、本計画では、教職員を除く職員を対象とします。 

(2) 基準値：６，２２３人 

令和４年（2022年）４月１日現在の職員数を基準値とします。 

(3) 目標値：６，６４３人（４２０人増） 

生活保護ケースワーカー等の配置標準数の確保、社会情勢の変化への対応、働

きやすい環境の整備や安定的な人材の確保といった観点から、４２０名の増員

を計画の管理目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,223人 R４（2022）.4.1 

↓ 

6,643人 R10（2028）.4.1  420人（6.7％）増 

 

(参考 改定前) 

6,543人 R10（2028）.4.1  320 人（5.1％）増 
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【参考】想定する増減要因 

 

 

 

 

 

 

当初の増加要因 追加の増加要因

項目 人数 項目 人数

■配置標準数の確保 ■配置標準数の確保

　生活保護ケースワーカー ―

　児童相談所における児童福祉司及び児童心理司 ―

■社会情勢の変化への対応 ■社会情勢の変化への対応

　・健康危機管理対応力の強化 ―

　・デジタル市役所の実現 ―

　・こども支援体制の強化 【拡充】こども支援体制の強化

　・公共交通体系の確立及び渋滞解消対応 【拡充】公共交通体系の確立及び渋滞解消対応

　・まちづくりセンターの体制強化 【拡充】まちづくりセンターの体制強化

　・地域経済対策の強化 【拡充】地域経済対策の強化

【新規】本庁舎及び中央区役所の整備

■働きやすい環境の整備 ■働きやすい環境の整備

　・育児休業代替職員の常勤化 ―

■安定的な人材の確保 ■安定的な人材の確保

　・組織の活力維持及び年齢構成を考慮 ―

【拡充】熊本市民病院の人材確保

当初の減少要因 追加の減少要因

項目 人数 項目 計

■簡素で効率的な体制の構築 ■簡素で効率的な体制の構築

　・ＤＸ等の推進を含めた事務事業の見直し

　・民間活力の活用 【拡充】民間活力の活用

　・熊本地震復旧業務の縮小 ―

当初の差引計 追加の差引計

+320 +100

増員計　４２０　人

+500 +115

▲ 180 ▲ 15
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参考 今後の職員数の見通し                          

 

 熊本市人口ビジョン※１において、中長期的に本市の人口が減少していくもの

と見込まれており、今後は、人口規模（減少）に応じた適切な人員体制となるよ

う、事務事業の効率化や不断の見直しを図っていく。 

なお、熊本市人口ビジョンでは、２０７０年の総人口を５３.８万人と推計し

ており、人口当たりの職員数を現在と同程度で試算した場合、職員数は約５千人

となる。 

 

推計人口に応じた職員数の試算 

 

 

 

※１ 熊本市の人口の現状分析と将来展望を取りまとめたものであり、本格的な人口減少と急激な少

子高齢化に対応するための様々な施策を検討するうえでの基礎資料となるもの。 

※２ 令和７年１月時点の推計人口を使用（７３７，５４３人）。 

※３ ２０２２年の合計特殊出生率（１．４３）を維持した場合の推計人口。 

※４ 企業局（上下水道局、病院局、交通局）を除く人口１０，０００人当たりの職員数を現在と同

規模として算出。企業局は現在と同数とした。 

 

 

 

２０２８（R10） 推計人口７３.８万人     計画職員数  ６，６４３人 

  ↓ 

２０７０（R52） 推計人口５３.８万人     推計職員数 約５，０００人 ※３ ※４ 

※２ 



参考資料６ 第1回新庁舎整備事業検証委員会での主なご意見

省略
（資料６と同じため）

参考資料７ 第1回新庁舎整備事業検証委員会の資料


